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   （仮称）知多市防災及び減災を推進する基本条例（案） 
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 附則 

 私たちのまち、知多市は、大規模地震対策特別措置法（昭和５３年法律第７３

号）に基づく、東海地震に係る地震防災対策強化地域及び南海トラフ地震に係る地

震防災対策の推進に関する特別措置法（平成１４年法律第９２号）に基づく、南海

トラフ地震防災対策推進地域に指定されており、これまで地域防災計画を作成し、

修正を重ね、地震対策を積極的に推進してきた。 

 また近年、日本各地では、大型台風や局地的な集中豪雨に起因する災害が多発し、

大きな被害をもたらしており、県内においても平成１２年９月の東海豪雨や平成２

０年８月末豪雨では、甚大な被害が発生した。 

 こうした状況において、本市においては、災害から市民のいのち、身体及び財産

を最優先で守り、市民生活や経済活動等への支障を最小限にとどめるため、安全で

強靭なまちづくりの推進を最重要課題として位置付け、建物の耐震化などのほか、

地域社会の基盤となる人と人との絆づくり及び防災意識や防災技術の向上に努めて

きた。 

 災害が発生した場合には、行政が市民等を支援する「公助」だけでなく、自分の

身は自分で守る「自助」、身近な地域でお互いが助け合う｢共助｣が、大きな力とな

る。 

 市民、自主防災組織、事業者、市及び議会が、それぞれの責務や役割を十分理解

し、これらが一体となって、災害に立ち向かう強い決意を明確に示し、相互に連携、

協働し、災害の予防、減災、応急復旧及び復興に係る対策に関する体制を整備し、
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災害から市民を守り、災害に強い安全で強靭なまちづくりを推進するため、ここに

この条例を制定する。 

   第１章 総則 

 （目的） 

第１条 この条例は、防災対策についての基本理念を定め、市民、自主防災組織及

び事業者（以下「市民等」という。）、市並びに議会の災害対策における責務を

明らかにするとともに、災害予防対策、災害応急対策、復興対策及び応援協力に

関する基本的な事項を定めることにより、災害対策の確立を図り、被害を最小限

に軽減し、もって市民の生命、身体及び財産を災害から守ることを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。 

 (1) 災害 暴風、竜巻、豪雨、洪水、崖崩れ、土石流、高潮、地震、津波、地滑

りその他の異常な自然現象又は大規模な火事、爆発、事故等により生ずる被害

をいう。 

 (2) 防災 災害を未然に防止し、災害が発生した場合における被害の拡大を防ぎ、

及び災害により被災した地域の復旧、復興を図ることをいう。 

 (3) 減災 災害が発生した場合における被害を可能な限り軽減することを目指す

考え方及びそのための取組をいう。 

 (4) 市民 市内に住所を有する者及び居住する者をいう。 

 (5) 事業者 市内において、事業活動又は経済活動を営む法人又は個人をいう。 

 (6) 自主防災組織 災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号。以下「法」と

いう。）第５条第２項の規定に基づき、コミュニティ、町内会、自治会、行政

区等を単位として自主的に結成された防災組織で、市民が連帯して防災活動を

行う任意団体をいう。 

 (7) 防災関係機関 警察、自衛隊、報道機関、法第２条第４号に規定する指定地

方行政機関、同条第５号に規定する指定公共機関、同条第６号に規定する指定

地方公共機関、一部事務組合等、公共的団体及び防災上重要な施設の管理者を

いう。 
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 (8) 要配慮者 災害が発生し、又は発生するおそれがある場合に、何らかの配慮

が必要とされる高齢者、障がい者、乳幼児、妊婦、傷病者及び日本語が不自由

な外国人等をいう。 

 (9) 避難行動要支援者 要配慮者のうち、自ら避難することが困難な者であって、

その円滑かつ迅速な避難の確保を図るため、特に支援を要する者をいう。 

 (10) 帰宅困難者 市民及び市外から市内に勤務し、在学し、若しくは滞在し、又

は市内を通過する者で帰宅することが困難になった者をいう。 

 （基本理念） 

第３条 市民等、市及び議会は、防災に関する基本的責務を有しており、次に掲げ

る理念に基づき、継続的な災害対策の充実及び強化に努めなければならない。 

 (1) 自らの身は、自らが守る自助の理念 

 (2) 地域コミュニティ等においてお互いが助け合い、お互いを災害から守る共助

の理念 

 (3) 市が市民を災害から守る公助の理念 

２ 市民等、市及び議会は、地域全体で災害対策に取り組む防災協働社会の形成推

進を図るとともに、過去の災害から得られた知識及び教訓を後世に伝え、今後起

こり得る災害に備えるよう努めなければならない。 

３ 大規模かつ広域的な災害においては、市民等、市及び議会は、自らの安全を確

保した上で、周囲を助ける支援者として協力する体制の構築に努めなければなら

ない。 

 （地域防災計画への反映） 

第４条 法第１６条第１項の規定により設置された知多市防災会議は、法第４２条

第１項の規定により作成された、知多市地域防災計画を修正する場合は、前条に

規定する基本理念（以下「基本理念」という。）を尊重し、及び反映させなけれ

ばならない。 

 （市民の責務） 

第５条 市民は、自ら災害に備えるため基本理念にのっとり、平常時から次に掲げ

る事項の実施に努めなければならない。 

 (1) 所有する建築物の耐震性の確認及び耐震改修・補強 
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 (2) 地震による家具等の転倒落下防止、ガラス等の飛散防止及び出火防止のため

の火気使用設備、器具の転倒防止 

 (3) 災害時における初期消火、被災者の救助、応急手当その他の初期活動を円滑

に行うための準備 

 (4) 飲料水、食糧、医薬品その他の生活必需品の備蓄、資機材及び非常用持ち出

し袋の用意 

 (5) 避難所、避難場所、避難経路及び避難方法の確認 

 (6) 災害発生時における外出先からの帰宅方法、家族間の連絡方法及び集合場所

の確認 

 (7) 防災情報の収集並びに家族及び周囲への伝達体制の確立 

 (8) 市、自主防災組織又は事業者との災害対策活動における連携及び協力 

 (9) 防災訓練、講習会等への積極的かつ継続的な参加、協力による知識及び技術

の習得等 

２ 市民は、自らが居住する地域の一員である責任及び役割を自覚するとともに、

日頃から地域社会に関心を持ち、近隣世帯間の相互協力、地域でのつながりを意

識した、顔の見える絆づくりに努めるものとする。 

３ 市民は、災害発生時において、次に掲げる事項の実施に努めなければならない。 

 (1) 自己及び家族の安全確保 

 (2) 地域の一員としての、市民相互の安全確保 

 (3) 市、自主防災組織又は事業者との相互協力による災害応急対策 

 （自主防災組織の責務） 

第６条 自主防災組織は、自ら災害に備えるため、平常時から次に掲げる事項の実

施に努めなければならない。 

 (1) 防災情報の収集及び伝達体制の確立 

 (2) 防災知識の普及及び防災訓練 

 (3) 防災用資機材等の調達、備蓄及び管理 

 (4) 自主防災組織の活動を担う人材の育成 

 (5) 地域における災害危険箇所、避難場所、避難方法の把握及び市民等への周知 

２ 自主防災組織は、地域の実情を勘案し、市民及び事業者が自主防災組織の活動
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に参加しやすい環境の整備に努めるものとする。 

３ 自主防災組織は、災害発生時に市民の安全を確保するため、市、市民及び事業

者と相互に協力して、災害対策に努めなければならない。 

 （事業者の責務） 

第７条 事業者は、その社会的責任に基づき、自ら災害に備えるため、平常時から

次に掲げる事項の実施に努めなければならない。 

 (1) 所有する建築物の耐震性の確認及び耐震改修 

 (2) 地震による機器設備等の転倒落下防止及びガラス等の飛散防止 

 (3) 初期消火、被災者の救助、応急手当その他の初期活動を円滑に行うための準

 備 

 (4) 飲料水、食糧その他の必要となる物資の備蓄 

 (5) 避難所、避難場所、避難経路及び避難方法の従業員及び事業所に来所する者

への周知 

 (6) 防災情報の収集及び伝達体制の確立 

 (7) 従業員の防災訓練、講習会等への積極的かつ継続的な参加による知識及び技

術の習得 

 (8) 事業継続に係る計画の策定及び防災活動の推進並びに災害に対する危機管理

体制の整備 

 (9) 市、市民又は自主防災組織及び消防団等との災害対策活動における連携及び

協力 

２ 事業者は、災害発生時において、次に掲げる事項の実施に努めなければならな

い。 

 (1) 従業員及び事業所に来所する者並びに管理する施設及び設備の安全確保 

 (2) 地域の一員としての、事業所周辺地域の市民の安全確保 

 (3) 市、市民及び自主防災組織との相互協力による災害応急対策 

 (4) 従業員の一斉帰宅の抑制及び帰宅困難者対策のための飲料水、食糧その他災

害時において必要となる物資の供給 

 （市の責務） 

第８条 市は、市民の生命、身体及び財産を災害から最優先で守るとともに、被害
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を最小限にとどめ、市民生活や経済活動への支障を極力少なくするため、平常時

から次に掲げる施策を実施しなければならない。 

 (1) 所有する建築物の耐震性の確認及び耐震改修 

 (2) 管理する道路施設、河川施設、上下水道施設等の安全確保 

 (3) 災害対策に関する計画の策定及び防災活動の推進並びに災害に対する危機管

理体制の整備 

 (4) 避難者等に必要な飲料水、食糧その他の必要となる物資の備蓄 

 (5) 防災情報の収集及び伝達体制の確立 

 (6) 職員の防災減災対策に関する知識及び意識の向上 

 (7) 県、防災関係機関及び市民等と連携した災害対策 

 (8) 市民等に対する防災知識向上のための啓発 

 (9) 建築物の耐震診断及び耐震改修に関する指導、啓発及び支援 

 (10) 家具等の転倒落下防止対策及びガラス等の飛散防止対策の推進及び支援 

 (11) 自主防災組織、災害ボランティア等が活動を行いやすい環境の整備 

２ 市は、災害発生時に次に掲げる事項の実施に努めなければならない。 

 (1) 災害情報の収集及び市民への情報提供 

 (2) 早期の救難、救助、水防活動、消防活動及び応急措置 

 (3) 業務継続計画に基づく行政機能の継続性の確保 

３ 市は、災害発生後に市民等の協力を得て、早期の復旧及び復興に努めなければ

ならない。 

 （議会の責務） 

第９条 議会は、市の区域並びに市民の生命、身体及び財産を災害から守るため、

平常時から地域の特性を勘案した防災・減災に関する調査及び研究を行い、市の

災害対策への助言及び提言を行うよう努めなければならない。 

２ 議会は、災害発生時に被害状況を把握し、迅速な意思決定、多様な市民要求の

反映その他議会としての権能を適切に果たすとともに、市民に対する情報発信等、

適切な対応に努めなければならない。 

３ 議会は、国及び県への災害復旧の推進並びに支援活動の実施及び調整等、働き

かけを行い、災害予防、災害応急対策及び復旧、復興の推進に努めなければなら
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ない。 

４ 議会は、国及び県の動向を踏まえつつ、地域の実情に合わせた市の防災・減災

対策の執行の監視及び評価に努めなければならない。 

   第２章 災害予防対策 

 （災害に強いまちづくりの推進） 

第１０条 市は、総合計画に掲げる道路、河川、海岸、公園等の都市基盤の整備、

市街地の再整備その他の事業を通じて、災害に強いまちづくりを総合的に推進し

なければならない。 

 （防災知識の普及等） 

第１１条 市は、防災に関する知識の普及及び情報の提供を積極的に推進し、市民

等の防災意識の高揚に努めなければならない。 

２ 市は、市民の防災に関する能力向上のため、自主防災組織及び事業者と連携し、

積極的に防災訓練を実施するよう努めなければならない。 

３ 市は、教育施設及び保育園等の社会福祉施設において、園児、児童及び生徒等

に応じた防災に関する知識、技術及び災害発生時において適切に行動する力、い

のちを守る力を身に付けることができるよう、防災に関する教育の推進に努めな

ければならない。 

 （自主防災組織及びボランティアに対する支援等） 

第１２条 市は、自主防災組織の活動に対して、指導的役割を担う人材の育成等、

必要な支援を行うよう努めなければならない。 

２ 市は、災害発生時に、ボランティア活動が円滑に実施されるよう人材の確保及

びボランティアの受入体制の整備に努めなければならない。 

３ 市は、自主防災組織、消防団その他災害時に支援活動を行う団体が、相互に連

携を図り補完し合うことにより、被災者に対して必要な活動を一体的かつ効果的

に行うことができるネットワークづくりの促進に努めなければならない。 

 （要配慮者への支援） 

第１３条 市民等及び市は、災害発生時に備え、要配慮者に配慮した情報提供及び

避難の支援が円滑に行われるよう、体制の整備に努めなければならない。 

２ 避難所である施設の管理者は、要配慮者に配慮した施設の整備に努めなければ
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ならない。 

３ 市は、要配慮者に対する施策の推進に当たっては、警察署、消防団、自主防災

組織、コミュニティ、町内会、自治会、区及び民生児童委員等に協力を要請する

ことができる。 

 （避難行動要支援者に係る名簿情報の整備） 

第１４条 市は、法第４９条の１０第１項の規定に基づき、避難行動要支援者の支

援を行うために必要な名簿情報を整理し、法第４９条の１１第２項の規定に基づ

き、当該情報を行政区、民生児童委員その他の避難支援等の実施に携わる関係者

に提供するものとする。 

２ 前項の規定により、名簿情報の提供を受けた者は、当該名簿情報を適正に管理

するとともに、法第４９条の１３の規定に基づき、避難行動要支援者の支援以外

の目的で使用してはならない。 

   第３章 災害応急対策 

 （災害応急措置及び対策） 

第１５条 市は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、災害の

発生を抑制し、又は災害の拡大を防止するため、県及び防災関係機関と連携して、

次に掲げる事項について、必要な措置又は対策を講ずるものとする。 

 (1) 救出用及び救助用の資機材等の整備に関すること。 

 (2) 飲料水、食糧その他避難生活に必要な物資の備蓄等に関すること。 

 (3) 緊急輸送に関すること。 

 (4) 避難所に関すること。 

 (5) 道路上の障害物の除去に関すること。 

 (6) 医療救護に関すること。 

 (7) 前各号に掲げるもののほか、市が必要と認めた事項 

２ 市は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、市民等に対し、

直ちに避難及び被害の状況並びに応急措置等に関する情報を提供するものとする。 

 （避難対策） 

第１６条 市は、飲料水、食糧その他の避難生活に必要な物資の確保及び供給のた

めに必要な措置を講ずるものとする。 
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２ 市は、市民等に避難所、避難場所、避難勧告、避難指示等の情報を提供するも

のとする。 

３ 市は、傷病者に医療を行い、救護するための体制の整備に努めるものとする。 

４ 市民は、市及び防災関係機関からの災害に関する情報の収集に努め、危険を認

知したときは、自主的に避難するとともに、市から避難に関する情報があったと

きは、これを考慮して自らの身の安全を確保するよう努めなければならない。 

５ 市民は、前項の避難を迅速かつ円滑に行うため、平常時から避難所及び避難場

所の所在並びに避難経路を確認しておくよう努めるものとする。 

６ 自主防災組織は、防災に関する活動を行う機関及び団体と相互に連携し、災害

時における市民の避難誘導に努めるものとする。 

 （避難所運営） 

第１７条 市は、避難所及び避難場所の確保及び整備に努めるものとする。 

２ 市は、避難所で生活する避難者だけでなく、自宅等で避難生活を送る者も支援

の対象とするよう努めるものとする。 

３ 市民は、相互に協力し、避難所を円滑に運営するよう努めるものとする。 

 （緊急輸送の確保） 

第１８条 市は、災害発生時に応急対策を円滑に実施するため、関係機関と連携し、

道路啓開及び車両等の調達に関し措置を講じ、緊急輸送が円滑に行えるよう努め

るとともに、国、県、他の地方公共団体及び関係団体と調整を行うよう努めなけ

ればならない。 

２ 市民等は、警戒宣言が発せられた場合又は災害が発生した場合において、自動

車の使用を自粛する等、緊急輸送が円滑に行われるように協力するよう努めるも

のとする。 

 （帰宅困難者対策） 

第１９条 市は、帰宅困難者に対して適切な情報提供その他の支援を行うよう努め

るものとする。 

２ 事業者は、従業員及び事業所に来所する者の円滑な帰宅及び帰宅困難者の安全

の確保のために必要な対策を講ずるよう努めるものとする。 

３ 学校及び保育所その他子育て支援を行うことを目的とする施設の設置者又は管
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理者は、幼児、児童、生徒等の安全の確保のために必要な対策を講ずるよう努め

るものとする。 

   第４章 復興対策 

第２０条 市は、災害により市内に重大な被害が発生したときは、防災関係機関と

の連携を図り、速やかに被災した地域の復興に必要な対策を講じなければならな

い。 

２ 市は、国及び県の策定する復興基本方針を受け、市民等の意見等を反映した復

興計画を策定し、市民生活の再建及び安定に努めなければならない。 

３ 市民等は、市の実施する復興事業に協力し、ともに推進するよう努めるものと

する。 

   第５章 応援協力 

 （協力の要請） 

第２１条 市は、災害時に迅速かつ円滑に応援協力を要請することができるよう、

あらかじめ他の地方公共団体や事業者等と防災に係る協定を締結し、必要な体制

を整備するよう努めなければならない。 

 （他の被災地に対する支援） 

第２２条 市は、甚大な被害を受けた他の被災地に対し、市民等の協力を得て、県

及び防災関係機関と共に必要な支援を行うよう努めるものとする。 

２ 市民等は、県、市及び防災関係機関が行う支援に協力するよう努めるものとす

る。 

   附 則 

 この条例は、平成  年 月 日から施行する。 


